
想定Ｑ＆Ａ 

2020/07/27 時点 

１ 補助対象事業者について 

 質問 回答 

１ 主として製造業だが、製品を事務所等で販売

している場合は対象となるか。 

実態として小売業を営んでいると認められ

る場合は対象とします。（現地写真や販売内

容等、状況のわかる書類を添付してくださ

い。） 

２ 対象業種には当てはまらないが、事務所内に

おいて、打合せや窓口対応など顧客と接する

機会の多い場合は対象となるか。 

事務所内の打合せや相談、手続きなどについ

ては、今回の補助の対象外とさせていただき

ます。 

３ ＮＰＯ法人や組合など、会社以外の団体は申

請することはできないのか。 

会社や個人事業主以外でも、例えば飲食店で

は資本金額（出資金額）５千万円以下又は従

業員数が 50 人以下の法人や組合等の団体

は、申請することができます。 

（例：特定非営利活動法人、一般・公益法人、

社会福祉法人、生活協同組合 等） 

４ 売上が減少したなどの条件はあるか。 売上の状況に関わらず申請することができ

ます。 

５ 

 

新たに起業する場合は対象となるか。 対象となります。 

６ 

 

店舗と住宅が一体となっている場合の取扱

いは。 

店舗部分を対象とします。 

７ 施設内に入っている売店や飲食店は、それぞ

れ１店舗と取り扱ってよいか。 

同じ施設の中でも、営業区画が独立して営業

している場合は、それぞれ１店舗として申請

して構いません。 

（例：ショッピングセンターでテナント出店

する店舗、宿泊施設内の売店や飲食店など） 

８ サービス業に含まれていない、金融機関や保

険業の店頭における感染症対策は補助対象

となるか。 

今回の補助対象外とします。 

 

９ 製造業等において、年に数回、商品の販売会

を行う場合は補助対象となるか。 

年に数回など、臨時的に開催される場合は補

助対象外とします。 

10 店舗を持たず、イベント会場や他の施設内に

出店して商品を販売する場合は補助対象と

なるか。 

原則として補助対象外とします。 

（ただし、毎月会場使用料を支払って実施す

るなど、決まった場所で恒常的に営業する場

合については補助対象とします。） 

 

11 産直などの店舗に共同で出店する場合など、

任意団体は補助対象となるか。 

小売など対象となる事業を営んでいる場合

には、法人の形態を問わず対象とします。 

その場合の店舗数の取扱いは、上記７のとお

りです。 

12 営業実態のない休眠会社が申請することも

考えられるが、その確認方法は。 

これまで営業実態がなくても、今後の営業の

ために感染症対策を講じる場合は対象とし

ます。 



営業実態について書類の提出（確定申告の写

しなど）は求めていませんが、もし不審な点

が見受けられる場合には、適宜確認をお願い

します。 

13 ショールーム等、商品の販売に間接的に関わ

る場所も対象としてよいか。 

別途回答します。 

14 建設業者が、一般家庭からの発注による工事

などを請け負うため、事務所で接客対応する

場合の感染症対策は補助対象となるか。 

別途回答します。 

15 民泊事業者は補助対象となるか。 別途回答します。 

16 業界団体等が、団体の管轄市町村外にある事

業者ぶんもとりまとめて申請することは可

能か。 

別途回答します。 

 

２ 証拠書類について 

 質問 回答 

１ 

 

どのような書類が必要か。見積書、契約書、

納品書、領収書全て必要か。 

対象となる経費の内容や金額、支払日時、支

払者及び支払先が確認できれば必要最低限

で構いません。 

２ 

 

宛名の記載のない領収書でもよいか。 

レシートでもよいか。 

クレジットカードによる支払いでもよいか。 

対象となる経費の「内容」、「金額」、「支

払日」、「支払者及び支払先」が確認できる

書類が必要です。 

（レシートや領収書だけではわからない場

合は、明細書や納品書など、確認可能な書類

を提出してください。） 

３ 

 

領収書を廃棄してしまったが申請できるか。 支払い状況が確認できる書類が必要です。可

能であれば再発行もご検討ください。 

４ 

 

インターネット通販で購入したもので、領収

書が発行されない場合は申請できるか。 

利用したサービスによっては領収書や明細

書を発行できる場合があるので確認してく

ださい。 

領収書が発行できない場合は、購入履歴画面

など取引内容がわかるものを印刷して添付

してください。 

５ 証拠書類として、宛名（支払者）の記載がな

いレシートしかない場合は、別に領収書が必

要か。（既に購入済みの場合など） 

領収書の追加発行などにより、支払者の確認

できる書類の提出をお願いしています。 

６ 本社が物品をまとめて購入し各店舗に配分

する場合の、書類の提出方法は。 

明細書等の書類のうち、各店舗への配分額が

わかるよう示してください。（例：手書きで

各店舗への配分数量やその金額を記載する、

別紙で各店舗への配分額一覧を添付する、な

ど） 

７ 購入した物品の品目の内訳に、補助対象物品

と対象外の物品が混在している場合の、書類

の提出方法は。 

明細書等の書類のうち、対象経費がわかるよ

う示してください。（例：手書きで対象箇所

に印をつける、別紙で対象品目一覧を添付す

る、など） 



８ 業態の確認方法は。 

（製造業の事業所の一角で商品を販売して

いる場合など） 

書類の提出は求めていませんが、申請内容か

ら確認できない場合には、聞き取りのうえ、

その内容を申請書類に追記いただくなど、補

足をお願いします。 

９ 通帳の写しはどの部分を提出すればよいか 通帳の表紙と、表紙の次の見開きページとを

想定しています。 

 

３ 対象経費について 

 質問 回答 

１ ○○は対象として認められるか。 別紙の表を参照してください。 

追記：県のホームページに、添付資料として、

補助対象経費の例を追加しました。 

２ リース、レンタルの設備は対象となるか。 対象とします。 

３ インターネットオークションで購入したも

のは対象となるか。 

対象としません。 

４ 消費税分は補助対象か。 対象としません。税抜価格を補助対象経費と

して算定してください。 

５ 年間を通してリース契約をしていて、一部が

対象期間を超える経費はどのように取り扱

うのか 

契約期間全体に占める補助対象期間（4/1～

12/31）の割合で、対象経費を算出してくだ

さい。 

（例：4 月から年間契約を結んでいる場合

は、12 か月の契約に対し補助対象期間９か

月なので、契約金額に 75％（9／12 か月）

をかけた額を対象経費とする。） 

６ 補助対象外とされている「著しく高額」とは

どの程度か。 

明確な基準はありませんが、高額となった理

由を審査の際に確認し、妥当だとはいえない

場合には対象外とさせていただくことがあ

ります。 

７ 購入した物品の納品・支払・口座引き落とし

の日が補助対象期間（～12/31）をまたぐ場

合の取扱いは。 

納品・支払いがともに期間中に完了している

ものを対象とします。 

８ クレジットカード決済の際の補助対象期間

の取扱いは。 

納品と支払い（決済）が期間中に完了してい

るものを対象とします。（口座引き落としの

日は考慮しません。） 

９ クレジットカード決済等でのポイント還元

により値引きされた分の取扱いは。 

ポイント還元分は、対象経費から差し引く必

要はありません。 

（①購入者があらかじめ貯めたポイントを

消費して値引きされた分は、購入者がもとも

と持っていた利益であるため。 

②キャッシュレス・ポイント還元事業による

値引きは、購入者が負担した消費税分に対す

る還元とみなせるため。） 

10 自社仕入れした製品の在庫から、店内の感染

症対策のために製品を使用した場合の取扱

いは。 

使用した製品の仕入れ価格分を補助申請で

きることとします。 

証拠書類としては、仕入れに係る領収書類を



添付してください。 

11 店内の抗菌化に要した経費（抗菌仕様の壁

紙、コーティング剤など） 

対象とします。 

 

４ 補助金額の算定について 

 質問 回答 

１ 商工団体の管轄する区域内に対象店舗・事業

所が複数ある場合はどう取り扱うか。 

店舗・事業所ごとに補助額を算定し、その合

計額を申請額としてください。 

（１店舗ごとに申請を行うのではなく、まと

めて申請してください。） 

２ 複数の市町村にまたがって店舗・事業所を営

業する場合はどう取り扱うか。 

管轄する商工団体ごとに、申請を行ってくだ

さい。 

３ 商工団体の審査の結果、申請内容に修正があ

る場合、申請書を再提出させるべきか。（例：

税込額から税抜額へ修正、対象とならない経

費の除外 等） 

修正内容について申請者に確認し了解が得

られた場合は、審査担当者が朱書きで査定を

加え、交付決定を行ってください。 

 

５ 受付期間について 

 質問 回答 

１ 募集要項において、申請受付期間は「令和 3

年 1 月上旬まで」とされているが、具体的に

はいつまでか。 

令和 3 年 1 月８日（金）までとします。 

募集要項も記載をあらためます。 

 

６ 申請書類の記載方法について 

 質問 回答 

１ 申請書への記載例はあるか。 県のホームページに、申請書類と併せて記載

例を添付しています。 

（鉄道・道路旅客運送業用の記載例を追加し

ました。） 

２ 手書きで申請してもよいか。 手書きでも構いません。 

（手書きでも申請できるよう、ホームページ

上の様式を修正しました。） 

 


